
詳細
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具体的には、保育の必要性について、認定する基準を定める。

※なお、現在保育所に入所している児童については、引き続き、保育所に通える
ようにする。
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地域型保育事業の
認可基準

学童保育の設備運営基準

◇小規模保育(定員6人～19人)
◇家庭的保育（定員5人以下）
◇居宅訪問型保育
◇事業所内保育(従業員の他に、地域の子どもにも保育を提供)

について、それぞれ設備や運営の基準を定める。

具体的には「職員の資格」・「職員数」・「クラスの規模」・「設備」・「開所日数」・「開
所時間」等について定める。

子ども・子育て支援新制度の施行に向けて市町村が策定する条例等【抜粋】

利用者負担について定めるもの

具体的には、「所得階層の区分」・「負担額の切り替え時期」・「多子軽減の取扱
い」等について定める。

「利用定員」
「運営基準」
「業務管理体制」
「情報公表の基準」

について、それぞれの施設・事業種ごとに定める。

給付対象になる幼稚園・
保育所等に通う際の認定

基準

策定する項目

給付対象になる幼稚園・
保育所等の利用料
（条例または規則）

幼稚園・保育所等が給付
対象となるか市町村が

確認する基準
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